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事 務 所 だ よ り  

 

       令和２年３月号  

～厚生労働省のQ&A より～ 

世界的に新型コロナウイルスが猛威をふるい、日本人感染者も徐々に数を増してきています。街中で

は、心なしか普段よりも出歩く人の数が少なく、マスク姿の人々が目立ち、総じてどこかピリピリとした

雰囲気を感じ取ることができます。さて、こうした恐ろしい感染症の蔓延に伴い、人が多く集う職場に

おいては、あらゆる可能性を想定して対応を検討する必要があります。今月号では、新型コロナウイルスに関連する休

業時の賃金支払について考えてみたいと思います。 

休業手当は原則不要 

 猛威を振るう「新型コロナウイルス」ですが、発症したときに休ませたり、自主的に休む場合に休業手当を支払う必要

はないなどのＱ＆Ａ（令２・２・11 時点版）が出されました。年休は労働者の請求に基づき与えるの

が原則で、使用者が一方的に取得させることはできないことにも留意が必要でしょう。 

新型コロナウイルスに関するＱ＆Ａ（企業の方向け） 

＜就業禁止＞ 

問１ 労働安全衛生法第 68 条に基づく病者の就業禁止の措置を講ずる必要はありますか。 

 ２月１日付けで、新型コロナウイルス感染症が指定感染症として定められたことにより、労働者が新型コロナウイルス

に感染していることが確認された場合は、感染症法に基づき、都道府県知事が就業制限や入院の勧告等を行うことが

できることとなります。感染症法により就業制限を行う場合は、…労働安全衛生法第 68条に基づく病者の就業禁止の

措置の対象とはしませんが、感染症法の制限に従っていただく必要があります。 

＜休業手当＞ 

問２ 新型コロナウイルスに関連して労働者を休業させる場合、どのようなことに気をつければよいのでしょうか。 

 新型コロナウイルスに関連して労働者を休業させる場合、欠勤中の賃金の取り扱いについては、労使で十分に話し

合っていただき、労使が協力して、労働者が安心して休暇を取得できる体制を整えていただくようお願いします。なお、

賃金の支払いの必要性の有無などについては、個別事案ごとに諸事情を総合的に勘案するべきですが、法律上、労

働基準法第 26条に定める休業手当を支払う必要性の有無については、「使用者の責に帰すべき事由による休業」に

該当するかどうかによって判断されます。 

 ※なお、休業手当を支払う必要がないとされる場合においても、自宅勤務などの方法により労働者を業務に従事させ

ることが可能な場合において、これを十分検討するなど休業の回避について通常使用者として行うべき最善の努力を

尽くしていないと認められた場合には、「使用者の責に帰すべき事由による休業」に該当する場合があり、休業手当の

支払が必要となることがあります。 

問３ 労働者が新型コロナウイルスに感染したため休業させる場合、休業手当はどのようにすべきですか。 

 新型コロナウイルスに感染しており、都道府県知事が行う就業制限により労働者が休業する場合は、一般的には「使

用者の責に帰すべき事由による休業」に該当しないと考えられますので、休業手当を支払う必要

はありません。なお、被用者保険に加入されている方であれば、要件を満たせば、各保険者から

https://sugiyama-office.p-kit.com/
https://sugiyama-office.p-kit.com/


 
2 

傷病手当金が支給されます。具体的には、療養のために労務に服することができなくなった日から起算して３日を経過

した日から、直近 12 カ月の平均の標準報酬日額の３分の２について、傷病手当金により補償されます（略）。 

問４ 労働者が発熱などの症状があるため自主的に休んでいます。休業手当の支払いは必要ですか。 

 新型コロナウイルスかどうか分からない時点で、発熱などの症状があるため労働者が自主的に休む場

合は、通常の病欠と同様に取り扱っていただき、病気休暇制度を活用することなどが考えられます。一方、

例えば熱が37.5度以上あることなど一定の症状があることのみをもって一律に労働者を休ませる措置をと

る場合のように、使用者の自主的な判断で休業させる場合は、一般的には「使用者の責に帰すべき事由

による休業」に当てはまり、休業手当を支払う必要があります。 

＜年次有給休暇＞ 

問５ 新型コロナウイルスに感染している疑いのある労働者について、一律に年次有給休暇を取得したこととする取り

扱いは、労働基準法上問題はありませんか。病気休暇を取得したこととする場合はどのようになりますか。 

 年次有給休暇は、原則として労働者の請求する時季に与えなければならないものなので、使用者が一方的に取得さ

せることはできません。事業場で任意に設けられた病気休暇により対応する場合は、事業場の就業規則などの規定に

照らし適切に取り扱ってください 

まずは、これ以上の感染防止に協力して、一時的ではありますが不特定多数の会合・催しの延期や中

止はやむを得ないとしても、きちんとした自己防衛策をとり、口・鼻・目を触らず、こまめに水分を取り喉

のウイルスを流して胃酸で撃退し、規則正しい生活をして免疫力を高め、それで普段とおりの生活を送

ることが、萎縮気味の経済活動を少しでも元気にさせることだと思います。 

～次月号でも引き続き新型コロナウイルスに関する企業の対応等、情報提供を行っていきます～ 

 

 

～介護保険料率も変更（1.73％→1.79％）になりました！～ 

令和 2年度都道府県単位保険料率（主な都道府県を抜粋） 
  

 

令和2年度の協会けんぽの健康保険料率及び

介護保険料率は、本年 3月分（4月納付分※）

からの適用となります。  

※任意継続被保険者及び日雇特例被保険者

の方は 4月分（4月納付分）から変更となり

ます。 

※40歳から 64歳までの方（介護保険第 2号被

保険者）は、これに全国一律の介護保険料率

1.79％（折半：0.895％）が加わります。  

※旧乗率 1.73％ 

 

 

 

 

今月の「お遍路にて・・・」はお休みします。次号をお楽しみに！ 

  

平成 31 年度 

↑：引上げ  

↓：引下げ  

  →：据え置き  

令和 2年度 

北海道 １０．３１％ ↑ １０．４１％ 

東京都 ９．９０％ ↓ ９．８７％ 

愛知県 ９．９０％ ↓ ９．８８％ 

大阪府 １０．１９％ ↑ １０．２２％ 

広島県 １０．００％ ↑ １０．０１％ 

山口県 １０．２１％ ↓ １０．２０％ 

福岡県 １０．２４％ ↑ １０．３２％ 

佐賀県 １０．７５％ ↓ １０．７３％ 

長崎県 １０．２４％ ↓ １０．２２％ 

熊本県 １０．１８％ ↑ １０．３３％ 

大分県 １０．２１％ ↓ １０．１７％ 

宮崎県 １０．０２％ ↓ ９．９１％ 

鹿児島県 １０．１６％ ↑ １０．２５％ 

沖縄県 ９．９５％ ↑ ９．９７％ 


